
 
 

平成 20 年度の協会員に対する監査結果について 
 

                     日証協・平成 21 年 4 月 14 日 

 
本協会では、平成 20 年度の協会員に対する監査結果を取りまとめ、平成 21 年 4 月 14 日

に開催された自主規制会議に報告した。 
会員及び特別会員に対する監査結果は、それぞれ以下のとおりである。 

 



  

平成２０年度の会員に対する監査結果について 

 

平成２１年４月 

日本証券業協会 

 

Ⅰ 監査実施状況 

【監査着手日ベース（平成 20 年 4 月～平成 21 年 3 月に監査を着手したもの）】 

【参考】 
 平成 20 年度

平成 19 年度 平成 18 年度 

監査実施会社数 ９１社 １０８社 ９８社 

（うち 証券取引所との合同検査） （３８社） （４３社） （４７社） 

（うち 協会単独の監査） （５３社） （６５社） （５１社） 

（うち 支店監査を行った会社・店舗） （5社 14 店舗） （7社 12 店舗） （6社 11 店舗）

（うち 初めて監査を実施した会社） （７社） （１３社） （２５社） 

１社平均の監査日数（本店ベース） ６．０日 ６．０日 ６．３日 

（１社あたりの監査日数） （１～１８日） （３～１４日） （２～１５日）

１社平均の監査人員（本支店ベース） ４．９人 ４．８人 ４．８人 

（１社あたりの監査人員） （３～２０人） （２～２４人） （３～１９人）

 

 

Ⅱ 株券電子化に向けたシステム整備に係るオンサイトモニタリングを 25 社に対して実施

した（１チーム２名×５チーム×１チーム当り５社×１チーム当り５日＝250 人日）。 

 

 

Ⅲ 監査結果の概要 

【結果通知日ベース（平成 20 年 4 月～平成 21 年 3 月に結果通知を交付したもの）】 

【参考】 
 平成 20 年度

平成 19 年度 平成 18 年度 

法令・諸規則違反等が認められた会社 ５５社 ５１社 ５７社 

法令・諸規則違反等が認められなかった会社 ５１社 ４６社 ３５社 

計 １０６社 ９７社 ９２社 
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○ 法令・諸規則違反等が認められた会社にあって、平成 20 年度において複数の会員に認

められた不備事項は、次のとおりである。 

１．法令関係の違反 

(1) 自己資本規制比率の算出に係る不備 10 社

(2) 業務に関する帳簿書類の記載不備 5 社

(3) 「事故報告書」の未提出 5 社

(4) 顧客分別金の信託不足 5 社

(5) 最良執行方針等に係る不備 4 社

(6) 契約締結前交付書面の未交付 3 社

 

 ２．協会諸規則関係の違反 

(1) 注文管理体制に係る不備 14 社

(2) 上場株券等の売買管理体制に係る不備 3 社

 

 ３．内部管理態勢の不備 

   平成 20 年度の内部管理態勢の不備については、26 社に認められている。これは、

主に、「管理部門等のチェック機能が十分に機能していない」、「法令・諸規則、社内規

則の徹底又は理解が不十分」、「内部監査等で問題点を把握しておきながら対応が不十

分、未対応」、「前回の監視委員会検査の指摘事項の改善が不十分」等である。 

 

 

以  上 
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平成２０年度の特別会員に対する監査結果について 

 

平成２１年４月 

日本証券業協会 

 

Ⅰ 監査実施状況 

【監査着手日ベース（平成 20 年 4 月～平成 21 年 3 月に監査を着手したもの）】 

【参考】 
 平成 20 年度

平成 19 年度 平成 18 年度 

監査実施会社数 ６１機関 ６９機関 ６３機関 

（うち 書類監査） （０機関） （２機関） （８機関） 

○ 業態別    

（都市銀行等）（注） （７機関） （８機関） （７機関） 

（地方銀行） （２５機関） （２３機関） （１８機関） 

 （第二地銀協地銀） （１６機関） （１６機関） （１８機関） 

 （信用金庫）（注） （１１機関） （１３機関） （８機関） 

 （生命保険会社） （１機関） （３機関） （７機関） 

 （損害保険会社） （０機関） （３機関） （２機関） 

（その他 短資、外国銀行、公社等） （１機関） （３機関） （３機関） 

１機関平均の監査日数 ５．２日 ４．８日 ４．２日 

（１機関あたりの監査日数） （３～１０日） （３～１０日） （３～８日） 

１機関平均の監査人員 ４．１人 ３．８人 ３．６人 

（１機関あたりの監査人員） （３～７人） （３～１１人） （３～６人） 

（注）「都市銀行等」には、信託銀行及び政府系・系統金融機関等を含む。また、「信用金庫」には、信金中

央金庫を含む。 

 

Ⅱ 監査結果の概要 

【結果通知日ベース（平成 20 年 4 月～平成 20 年 3 月に結果通知を交付したもの）】 

【参考】 
 平成 20 年度 

平成 19 年度 平成 18 年度 

法令・諸規則違反等が認められた機関 ６機関 ２１機関 ２８機関 

法令・諸規則違反等が認められなかった機関 ６８機関 ４７機関 ３５機関 

計 ７４機関 ６８機関 ６３機関 
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○ 法令・諸規則違反等が認められた機関にあって、平成 20 年度において特別会員に認め

られた不備事項は、次のとおりである。 

１．法令関係の違反 

(1) 業務に関する帳簿書類の記載不備 1 機関

(2) 重要な事項につき誤解を生ぜしめるべき表

示をする行為 
1 機関

(3) 契約締結前交付書面の未交付・未説明 1 機関

 

 ２．協会諸規則関係の違反 

(1) 広告審査等に係る不備 2 機関

(2) 営業責任者の配置等に係る不備 2 機関

  

 

以  上 
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平成２０年度監査計画（要旨） 

 

 

１．監査の基本的考え方 

  平成 20 年度の監査については、監査対象先の自主的な取組みを尊重しつつ、投

護を図ることを目的として、協会員の内部管理態勢の構築、公正な取引の確保の

から実施する。 

  また、監査対象先の業務内容、顧客層及びリスク等（以下、「リスク等」とい

基づいた監査手法、監査項目の選択を行うことにより、効果的、効率的な監査を

 

２．監査の重点事項 

  監査の実施にあたっては、監査対象先のリスク等に基づき、個別具体的に重点

決定する。 

なお、平成 20 年度計画の策定にあたり掲げる重点事項は、下記のとおりであ

 

【会員、特別会員共通】 

（１）内部管理態勢（リスク管理態勢を含む）の充実・強化を一層推進する観点か

の整備・強化の状況について点検を行う。 

（２）金融商品取引法への自主的取組みを一層推進する観点から、「適合性の原則

告規制等への態勢整備状況について点検を行う。 

（３）投資者保護の観点から、投資信託の販売状況について点検を行う。 

 （注）具体的には、乗換勧誘時等における重要事項の説明状況、高齢者への販売

ける説明状況、融資先関連への販売状況、含み損を抱えた顧客への対応状況、

理ミス時等における顧客への対応状況等を点検する。 

 

【会員のみ】 

（４）有価証券の引受け審査態勢等の充実・強化を一層推進する観点から、その整

化の状況について点検を行う。 

（５）顧客資産の保護の適正化を確認する観点から、顧客資産に係る分別管理の実

について点検を行う。 

（注）この他、監査対象先により、売買管理態勢、システム管理態勢等を適宜重点

掲げ、監査を実施する。 

 

３．監査対象先の選定 

  監査対象先の選定にあたっては、以下の状況等を考慮しつつ、弾力的に行う。

・ 自己資本規制比率の状況【会員のみ】（一定の水準を割り込んだ会社、それ以

比率が急激に減少している会社を優先して選定する。） 
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・ 過去の協会監査、行政検査等の状況（特に過去の監査、検査で処分等を受けた会社

又は内部管理態勢の脆弱さを指摘されている会社を優先して選定する。） 

・ 業務内容、顧客層等の状況（リテール営業を行っている会社に対しては、分別管理

の状況、投資勧誘の状況等の定期的なチェックが必要なことから、少なくとも３年に

１回程度は監査を行う。） 

 

なお、一般監査の実施数については、監査対象先の規模、支店等への監査の実施状況

によって増減するが、会員 120 社、特別会員 80 機関を目途とする。 

 

 

以  上 
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